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研究成果の概要（和文）：本研究は，日本の中等学校の社会科教師（①現職教師と②教師志望学生）の論争問題
学習の捉え方を把握することを目的とする。その際，（１）教師たちがどのように論争問題学習を捉えているの
か，（２）なぜそのように捉えているのか，について，教師を取り巻く環境・文脈から明らかにする。目的を達
成するために、２種類の調査を行った。論争問題学習の捉え方の全体的な傾向を把握するための質問紙調査と、
特定のテーマに絞り文脈や要因の相互作用を探る質的調査である。その結果、現職教師の多くは、重要性は把握
しながらも実施を困難に感じていること、論争問題学習を促進するためには、教科をこえた教師教育や研究の必
要性が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study aims to understand how Japanese secondary school social studies 
teachers (1) in-service teachers and (2) prospective teacher students perceive the teaching about 
controversial issues. There are two research questions:  (1) how do teachers perceive teaching about
 controversial issues, and (2) why do they perceive it that way in the context of the environment 
and context surrounding the teachers. To answer the questions, we conducted two types of studies. 
(1) a questionnaire survey to examine the general trends in how they perceive controversial issue 
learning, and (2) a qualitative study focusing on specific themes and exploring the interplay of 
context and factors. The results revealed that while grasping the importance of controversial issues
 learning, many in-service teachers find it challenging to implement it. That cross-curricular 
teacher education and research are needed to promote controversial issues in teaching.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
選挙年齢の引き下げを背景に，現在主権者教育の充実が推進されている。この中で，「考える主権者」の資質を
育成することを目的に，論争問題学習に注目が集まっている。しかし，現状では，政治問題化を避けるべく，論
争問題の教材化を忌避する状況にある。論争問題学習を進めることができるのかを考える際には，日本の社会科
教師の論争問題学習をめぐる受け止め方の把握が不可欠である。それは，社会・文化的状況によっても基準は異
なるためである。しかしながら，日本においては現状詳細案調査が行われていない。そのため，教師の論争問題
学習の状況の把握を行い，その特徴を明確にすることは重要である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
（１）日本における論争問題学習の重要性の高まり 
選挙年齢の引き下げを契機に，政治と公教育の関係に関する議論が活発化している。2015 年，
文部科学省が「高等学校等における政治的寛容の教育と高等学校等の生徒による政治的活動等
について」を通知し，2018年に告示された高等学校学習指導要領の改訂では高等学校の公民科
に「公共」が必履修された。この一連の主権者教育の議論の中で，論争問題（controversial issues）
学習に注目が集まるようになった。これは，論争問題の分析検討を通して，社会に存在する多様
な価値を認識し，どのように調停するかを構想する学習を意味する。小玉（2015）らは，こうし
た論争問題学習が，価値多元社会の主権者教育として必須であるとした。実際，新科目「公共」
の目標においても，「現代社会の諸課題」の扱いが目標・内容共に肝要であると位置づけられて
いる。 
（２）論争問題学習を避ける教師の傾向 
しかし，実際の授業で論争問題学習を進めるためには，課題がある。それは，Kawaguchi et 

al. (2016)を含む先行研究から明らかになってきた，教科書の網羅を前提としてきた日本の社会
系教科の教師（以下、社会科教師）のカリキュラムデザインの現状である。戦後の教育は，何か
社会問題が起こった場合，その原因を子どもや家庭におかず，学校・学校教育に求め続け，学校
の役割を拡張させてきた。その影響として，社会科教師は，授業の政治問題化を避けるために，
多様な価値対立を明確化する論争問題に深入りせず，内容を網羅する授業を行ってきたのでは
ないかとの指摘もある。 
（３）日本の社会科教師の論争問題学習に関する認識把握の必要性 
しかし、こうした状況については理論研究が中心であり、実証的な研究に乏しい傾向があった。
実際に論争問題学習を進めることができるのかを考える際には，日本の社会科教師の論争問題
学習をめぐる受け止め方―即ち，どのような論争問題をどのように扱っているか，なぜそのよう
な扱い方をするのか―の把握が不可欠である。すでに先行研究で、社会・文化的状況によっても
基準は異なることは指摘されていながらも，日本においては，そもそも全国レベルでの調査が行
われていない。そのため，教師の論争問題学習の状況の把握を行い，その特徴を明確にすること
から始める必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究は，社会科教師として，現職教師（in-service teacher）だけでなく，教師志望学生（pre-
service teacher）も含めて捉えた。教師志望学生を対象とした理由は、今後の教師教育のあり方
を考察する上で，教員養成と教員研修の双方の充実が肝要であると考えたことにある。そのうえ
で、次の３点の問いに答えることを研究目的とした。 

 
（1） 日本の社会科教師（①現職教師と②教師志望学生）は論争問題学習についてどのよう
に捉えているか？  

（2） なぜ、（１）のように捉えるのか？ 
（3） （他者と比べて，論争問題学習を積極的に捉えている）教師がいるのは，なぜか？可能
にしている条件（社会文化的文脈・本人の意識など）はどのようなものか？ 

 
３．研究の方法 
 本研究は、研究目的を進めるべく次の３段階で実施した。 
第１は、基礎調査として実施した日本の社会科教育における論争問題学習に関する文献レビ
ュー調査である。社会科教師向けの調査を実施するにあたり、「論争問題学習」が社会でどのよ
うに受容されているかが課題となった。そのため、これまでの社会科教育学でどのように論争問
題学習が捉えられ、再文脈化されているかを検討した。 
第２は、教師志望学生への調査である。2種類の調査を行った、第１はプレ調査として、社会
科教育法の授業で「論争問題学習」概念を導入する授業を行い、それについて学生たちがどのよ
うに受け止めているかを探った。第２は、第 1のプレ調査の成果を踏まえて、現職教員調査でも
使用する質問紙を作成した。質問紙では、論争問題学習のテーマごとにおける教師のスタンスを
メインとして尋ね、続いて、被教育体験や専門性・今後行いたいかを尋ねた。なお、質問紙に続
いてインタビュー調査を実施し、深く掘り下げている。 
第３は、現職教師への調査である。2種類の調査を行った。第１は、教師志望学生と共通した
質問紙調査の実施である。論争問題学習のテーマごとにおける教師のスタンスを探り、分析にお
いてはそのスタンスの要因を探った。第２は、トピックを絞った教師のスタンスや要因のダイナ
ミズムを探る研究である。こちらでは調査１とは異なり、「同性婚」というトピックを扱った 2
人の教師を取り上げ、その背景や実践との関連性などを深く掘り下げる事例研究で実施した。 
 
 



４．研究成果 
 次のように 2019 年度～2021 年度にかけて研究を進めた。 
 
＜2019 年度＞ 
（１）日本の社会科教育における論争問題学習に関するレビューを実施した。「論争問題学習」
という用語自体は、決して新しい概念ではない。しかしながら、受け手となる日本の社会科教育
をめぐる状況は変容を見せている。その中で、どのように再文脈化されているかを検討した。結
果として、元々日本の文脈では実施困難であり、現状のオルタナティブとして提案されていた論
争問題学習が、政策の変化の中で政策と一致するものとして示された。その結果、研究対象や内
容が変容していることが明確になった。本調査の成果は 2020 年度に論文化を行った。 
（２）教師志望学生がどのように受け止めているかの調査研究である。この調査研究は、質問紙
を作成する際の前提としての役割も占めている。具体的に２つの研究を行った。①まず学生がど
のように論争問題学習を受け止めており、何が実践を阻害しているのかを検討した。②教師効力
感（teacher efficacy）」をいかに高めるかという観点から、アクションリサーチを行い、その
効果と課題を図った。具体的には、教師志望学生はこれまでの生徒としての経験や実践ストラテ
ジーの具体的方策を有していないという課題があり、実践ストラテジーを示すことで改善が図
れるようであることがあきらかになった。 
なお、この２つの調査については、2019 年度に、①の調査については WERA（World Educational 
Research Association）。②の調査については、日本社会科教育学会で報告を行っている。 
 
＜2020 年度＞ 
（１）2019 年度に行った日本の社会科教育における論争問題学習のレビュー論文を出版した。
本論文では、政策的に「論争問題学習」の実施が困難であった日本において、社会科の本質を検
討する際の現状のオルタナティブを提示するものとして用いられていた。それが政策の転換に
伴い、メインストリームとなり得るようになった。それに伴い、研究も海外動向把握としての研
究から、日本での適用が想定される流れに転換している。さらに「論争問題学習」自体の性質も
変更している。今後の論争問題学習研究の課題として、当事者として子どもがかかわるための論
争問題学習の在り方や、論争問題学習を通して子どもがどのように変容したか、関わったかにつ
いても検討する必要がある。 
（２）教師志望学生学生及び現職教師を調査するための質問紙を完成させた。初年度に行った学
生調査の動向や先行する調査を踏まえ、質問紙を作成し、パイロット調査を行い、完成させた。
2021 年度に実施を行った。 
（３）トピックを絞った現職教員に対する質的調査の実施である。2019 年度以降、論争問題と
してどの問題を扱うかが教員の意思決定や実践に影響を与えることが明らかになった。そのた
め、2020 年度は主に同性婚を扱った教員に焦点をあて、実践の具体とその意思決定や背景につ
いて包括的に検討する質的調査を進めることができた。この調査については、2021 年に日本社
会科教育学会での学会発表を実施し、2022 年に論文投稿を行う予定である。 
 
＜2021 年度＞ 
（１）教師志望学生に関する調査の実施と分析結果の公表である。2020 年度に完成させた質問
紙調査を行い、結果を検討した。続いて希望者に対してのインタビュー調査を実施し、その結果
を日本社会科教育学会での学会発表を行ったのちに、セミナーで発表した。分析の中で、学生の
実施への不安は社会科外の状況（例：生徒の人間関係への影響）が大きい。そのため、促進する
には、論争問題学習が社会科以外の状況に与える影響について調べることが重要であることが
分かった。2022 年度には論文化を進める予定である。 
（２）現職教師に関する調査の実施と分析結果の公表である。2020 年度に完成させた質問紙を、
全国の高校に配布し、1000 の回答結果を得ることができた。分析結果としては、多くの高校教
師は論争問題学習の重要性は認識している一方で、大半の教師は実施していないことが見えて
きた。なお、この成果は社会系教科教育学会での学会発表ののち、セミナーで発表した。今後の
分析で、さらに促進・抑制の条件を深めていく予定である。 
（３）トピックを絞った現職教員に対する質的調査の実施結果の公表である。2020 年度より行
ってきた同性婚についての分析をさらに進めた。その結果、論争問題学習を進めていくには、教
師が実践の重要性を言語化できること、またリスクがあるという点からも単独での実施を促す
のではなく、専門家集団とのネットワークを作り、進めていくことが重要であることが明らかに
なった。本調査については、日本社会科教育学会での発表・セミナーでの発表を行ったのちに、
2022 年度に論文化を進める予定である。 
（４）これまでの成果を踏まえ、論争問題学習に関心を寄せた教師志望学生・現職教師たちをつ
なぐネットワークの重要性が見えてきた。こうしたニーズを踏まえ、広島大学教育ヴィジョンセ
ンターと連携した社会貢献のセミナーも実施した。多くの参加者から、今後の実践に向けた意欲
や態度に肯定的な変化があったという反応があった。 
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